６－１．一般保険料率変更認可申請書例

○○○健発第○○○○号

令和○○年○○月○○日

東　○○○

関東信越厚生局長　殿

〒○○○○○○○

東京都○○区○○町○○番○○号

○○○○○○○○○健康保険組合

理事長　　○　○　○　○

℡○○○－○○○○―○○○○

健康保険組合一般保険料率変更認可申請書

標記のことについて、令和○○年○月○日開催の第○回組合会において議決されましたので、下記関係書類を添えて認可申請いたします。

記

１．変更理由書
２．一般保険料率（変更前・変更後）

３．収支概要（予算概要表（その１・その２）の添付でも可）
４．算出基礎
５．将来３カ年の見込
６．中期財政運営見通し（該当する組合のみ）
７．組合会会議録（写）
○○健康保険組合一般保険料率及び計算基礎

一般保険料率

	一 般 保 険 料 率
	変　更　前
	変　更　後

	負担割合
	事　 業 　主
	/1,000
	/1,000

	
	被 保 険 者
	/1,000
	/1,000

	
	計
	/1,000
	/1,000

	実施（予定）年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日


 （内訳）

	基 本 保 険 料 率
	変　更　前
	変　更　後

	負担割合
	事　 業 　主
	/1,000
	/1,000

	
	被 保 険 者
	/1,000
	/1,000

	
	計
	/1,000
	/1,000

	特 定 保 険 料 率
	変　更　前
	変　更　後

	負担割合
	事　 業 　主
	/1,000
	/1,000

	
	被 保 険 者
	/1,000
	/1,000

	
	計
	/1,000
	/1,000


〔留意事項〕
１．各保険料率は調整保険料率を除いて記入すること。
２．空きスペースに任意継続被保険者の実施年月日を付記すること。

(例)「任意継続被保険者は○年○月○日より実施する」等
収支概要
収支概要については、健康保険組合予算編成基準（昭和35年11月４日保発第66号）（以下「予算編成基準」という。）の別添(2)「収入支出予算概要表」の「（その１）」及び「（その２）」を準用（（その１）については、「法定給付費等に要する保険料率」欄、「実質保険料率」欄及び「準備金保有率」欄以外の記載の必要はないこと、（その２）については、「予算額」欄を「所要額」と読み替えるとともに「３．保険給付費見込状況」欄の記載の必要はないこと。）して作成すること。

また、収支概要の内訳については、その算出基礎を添付すること。

なお、収支概要作成上の注意点等については、予算編成基準の「予算概要表の「注」」の記載要領「別添(2)収入支出予算概要表（その１）、（その２）、（その３）」（以下「記載要領」という。）に準じるものであること。

将来３カ年の見込み
	事　　　項
	年度
（変更年度）
	年度
（翌年度）
	年度
（翌々年度）

	一般保険料率（見込）
	‰
	‰
	‰

	
	基本保険料率
	‰
	‰
	‰

	
	特定保険料率
	‰
	‰
	‰

	法定給付費等（介護納付金を除く）に要する料率
	‰
	‰
	‰

	今後の見込額
	保険給付費
	千円
	千円
	千円

	
	納　付　金
	千円
	千円
	千円

	
	計
	千円
	千円
	千円

	改定料率による経常収支差引額の推移
	千円
	千円
	千円

	改定料率による準備金の推移
	保有額
	千円
	千円
	千円

	
	保有率
	％
	％
	％

	改定料率による別途積立金の推移
	保有額
	千円
	千円
	千円


(注)本表の記載に当たっては、予算編成基準の記載要領に準じて記入すること。

〔留意事項〕
１．変更年度の「一般保険料率」欄は、「一般保険料率及び計算基礎」で記入した料率と一致していること。
２．変更年度の「法定給付費等に要する料率」・「今後の見込額」・「改定料率による経常収支差引額の推移」の各欄は、「収支概要」（予算概要表（その１・その２））で記入した額と一致していること。
３．「改定料率による準備金の推移」の「保有率」欄は、「本年度末準備金保有率」を記入すること。

（「保有率」欄のうち「変更年度」の欄は、「収支概要」（予算概要表（その１））で記入した「本年度末準備金保有率」と一致していること）

中期財政運営見通し
（千円）
	
	年度
	年度
	年度
	年度
	年度

	保険料率
	（‰）
	（‰）
	（‰）
	（‰）
	（‰）

	収
入
	健康保険収入
繰越金
繰入金
その他
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	

	支
出
	事務費
保険給付費
納付金
保健事業費
営繕費
財政運営安定資金
その他
予備費
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	

	資産総額
（年度末見込）
	準備金
	
	
	
	
	

	
	別途積立金
	
	
	
	
	

	資産保有月数（月）
	
	
	
	
	


〔留意事項〕
１．中期財政運営見通しは、中期財政運営を導入している場合に添付すること。

２．なお、作成に当たっては、予算編成基準の別添(3)「中期財政運営見通し」に準じて作成することとするが、２年度目以降については、導入時に作成した（写）であっても差し支えないこと。ただし、中期財政運営の見直しを行い変更する場合は朱書きにて訂正すること。
３．５年間分を作成し、特定健康保険組合においては、特例退職被保険者分も含めて算出すること。
４．算出に当たっては、初年度においては予算の数値を計上し、２年度目以降は組合の実情に応じ算出した被保険者数（伸び率）、平均標準報酬月額及び標準賞与額を基に、次の算式により算出した数値を計上すること。
（収入）
(1)　保険料
（前年度平均標準報酬月額×当該年度伸び率）×12か月×（前年度被保険者数×当該年度伸び率）×保険料率総標準賞与見込額（年間合計）×保険料率（組合個別に算出）
(2)　国庫負担　初年度単価×当該年度被保険者数
(3)　繰越金・繰入金・その他　組合個別に算出
（支出）
(1)　保険給付費　医療給付費＋現金給付費

　医療給付費＝（前年度被保険者一人当たり医療給付費×当該年度伸び率）×（前年度被保険者数×当該年度伸び率）

　　現金給付費＝（前年度被保険者一人当たり現金給付費×当該年度伸び率）×（前年度被保険者数×当該年度伸び率）

(2)  納付金
前年度被保険者一人当たり納付金額×当該年度伸び率×当該年度被保険者数

(3)  事務費・保健事業費・営繕費・その他　組合個別に算出
1

